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 資料１ 消費生活相談情報の件数の推移 

出典：平成25年版消費者白書 

平成24年度における消費生活相談の件数は約84万件。 



 資料２ 高齢者の消費生活相談件数の推移（その１） 

（備考） 
高齢者の消費者被害の増加については、加齢や認知症等の要因により判断力が低下しつつある 
人が増加していることが背景として挙げられる。 
なお、認知症高齢者については、認知症有病者数の約４４０万人と、ＭＣＩ（正常と認知症の 
中間状態）有病者数の約３８０万人を併せると、約８２０万人と推計されている（平成２２ 
年）。 

 出所：平成25年6月13日 社会保障制度改革国民会議事務局資料 

高齢者の消費生活相談件数は、平成20年度以降、増加傾向にある。 

出典：平成25年版消費者白書 



出典：平成25年版消費者白書 

 資料３ 高齢者の消費生活相談件数の推移（その２） 

高齢者の消費生活相談は、人口の伸び以上に増加。 

65歳以上の人口 

65歳以上の相談件数 



 資料４ 被害を受けた消費者の相談相手 

（備考） 
１．消費者庁「消費者意識基本調査」（2012年度） 
２．「誰にも相談したり、伝えたりしなかった」と答えた人の属性 
３．図表３－１－９ 

（備考） 
１．消費者庁「消費者意識基本調査」（2012年度） 
２．「健康被害を受けたことがある」又は「金銭的な被害を受けた 
  ことがある」と答えた人への「その被害について、どこかに 
  相談したり、伝えたりしましたか。相談したり、伝えた相手 
  を全てお答えください（当てはまるもの全てに○）」との 
  問いに対する回答。 
３．図表３－１－８ 

被害を受けた消費者の約３割は、 
被害を受けたことについて 

誰も相談したり伝えたりしていない 

「誰にも相談したり、伝えたりしなかった」
との回答は一人暮らし世帯の割合が大きい 

出典：平成25年版消費者白書 

 
 



 資料５ 高齢者の相談１件当たりの金額の増加 

出典：平成25年版消費者白書 

相談１件当たりの契約・購入金額や既支払額の平均金額が増加。 
（10年前と比べて約2倍） 



 資料６ 高齢者の「二次被害」が増加傾向 

これまで被害に遭った高齢者等が再び狙われ被害に遭う「二次被害」
が増加傾向にある。 

出典：平成25年版消費者白書 



 資料７ 困ったときに頼れる人がいない高齢者の存在 

（備考） 
１．内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（2011（平成23）年度）。 
２．「あなたは、病気のときや、一人ではできない日常生活に必要な作業（電球の交換 
  や庭の手入れなど）の手伝いなどについて頼れる人はいますか。あてはまるものを 
  すべてお答えください。」との問に対し、「いない」と回答した者を男女別・世帯 
  構成別に集計したもの。 
３．当該意識調査の調査対象は全国55歳以上の男女であるが、ここでは60歳以上の男女 
  についてのみ集計。 

「困ったときに頼れる人がいない」と回答した高齢者は、特に一人 
暮らし世帯に多い。 

出典：平成25年版消費者白書 

 「一人暮らし世帯」において頼れる人がいない割合が高い 

  




